
交付対象者

 古賀市では、市内に事業所を有する事業者が「市民」または「ＵⅠＪターン者」を新規

に正規雇用した場合に、ふるさと就労促進奨励金を交付しています。 

 奨励金の額は、市民とＵターン者（元古賀市民）を正規雇用した場合には１人当たり

１万円／月（上限１２万円／年）、ⅠＪターン者（転入者）を正規雇用した場合には１人

当たり５千円／月（上限６万円／年）とし、交付者１人につき２期（最長２年間）まで、１

事業者当たり年間最大５人までとしています。 

古賀市ふるさと就労促進奨励金の交付 

１．目的 
  

 新規に正規雇用を行った市内事業者に対し、ふるさと就労促進奨励金を交付することにより、市の

産業の振興、市民の安定就労及び定住化を促進し、地域の活性化の増進に資することを目的とする。 

２．定義 
  

「 正 規 雇 用 」 ・・・   雇用保険、健康保険及び労働者災害補償保険を適用し、雇用期間の定め 

                                           がなく、所定労働時間が週３０時間以上の勤務に雇用すること 
 

「交付資格基準日」･･･ 第１期は雇用開始から６ヶ月以上経過した後の直近の１月１日 

               第２期は翌年の１月１日時点 

３．交付対象者 

 
 奨励金の交付対象者（以下「交付対象者」という。）は、交付資格基準日において、古賀市の住民基

本台帳に記載又は記録（以下「市住基台帳に記録」という。）され、かつ、６ヶ月以上正規雇用され、引

き続き市内に勤務する者のうち、⑴～⑶に掲げるものとする。 

 ただし、⑵及び⑶に規定する者については、正規雇用の雇用契約を締結した日（雇用契約の変更に

より正規雇用となった場合は、正規雇用の雇用契約に変更した日。以下「雇用契約日」という。）にお

いて３０歳未満でなければならない。 
 

⑴ 市民      雇用契約日において１年以上連続して市住基台帳に記録されている者 
 

⑵ Ｕターン者   雇用契約日において市民でない者で過去に１年以上連続して 

            市住基台帳に記録されていた者（雇用契約日において３０歳未満） 
 

⑶ ⅠＪターン者 市民・Ｕターン者に該当しない者（雇用契約日において３０歳未満） 
 

※ただし、⑴～⑶にかかわらず、同一事業者において同一の者について雇用契約日から遡って 

     ６ヶ月以内に正規雇用していた場合は交付対象としない。 



交付対象者 交付期 奨励金額 上限額

第１期 月額10,000円×雇用月数 120,000円

第２期 月額10,000円×12月＝120,000円 ―

第１期 月額10,000円×雇用月数 120,000円

第２期 月額10,000円×12月＝120,000円 ―

第１期 月額 5,000円×雇用月数 60,000円

第２期 月額 5,000円×12月＝60,000円 ―

市　　　民

Ｕターン者

ＩＪターン者

４．交付対象事業者 
  

 ⑴ 市民または雇用契約日に３０歳未満のＵⅠＪターン者を正規雇用し、 

          交付資格基準日時点で６カ月間以上継続雇用していること。 

 ⑵ 市内に事業所を有していること。 

 ⑶ 雇用保険及び労働者災害補償保険の適用を受ける事業を行い、その届出を行なっていること。 

 ⑷ 健康保険の適用の届出また私立学校教職員共済制度の資格取得報告を行なっていること。 

 ⑸ 市税の滞納がないこと。 

 ⑹ 雇用している者全てまたその一部の者について、給与所得に係る個人の市町村民税を 

          特別徴収の方法により徴収し、かつ、納入していること。（その見込みがある場合を含む。） 

 ⑺ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に 

          規定する事業を営む事業者でないこと。 

 ⑻ インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律 

         （平成１５年法律第８３号）第２条第３号に規定するインターネット異性紹介事業者でないこと。 

 ⑼ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に 

          規定する暴力団及び同条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

 ⑽ 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する政治団体でないこと。 

 ⑾ 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団体でないこと。 

 ⑿ 国、独立行政法人及び地方公共団体でないこと。 

５．申請書類 
 
古賀市ふるさと就労促進奨励金交付申請書（様式第１号）に次の関係書類を添えて、提出。 

⑴ 交付対象者を雇用したことを証明する書類 

⑵ 交付対象者の勤務状況及び賃金支払状況を確認できる書類 

⑶ 交付対象者の健康保険被保険者証又は私立学校教職員共済加入者証の写し 

⑷ 交付対象者の雇用保険被保険者資格取得確認通知書（事業主通知用）の写し 

⑸ 労働者災害補償保険の適用を受けていることを証明する書類 

⑹ 事業者に市税の滞納がないことを証明する納税証明書の写し 

   （滞納がない証明：市収納管理課で取得） 

⑺ その他市長が必要と認める書類 

６．奨励金額 

※交付は対象者１名につき２期（最長２年間）まで。１事業者あたり年間５人を上限。 
 

申請の受付は、平成３０年１月４日～１月３１日まで。 

              問い合わせ先 古賀市役所 商工政策課 ０９２－９４２－１１７６ 
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① 古賀市民を平成２９年４月１日に新規に正規雇用し、継続雇用している場合。 
 

   月 額  ：１万円（古賀市民）   雇用期間：平成２９年４月～ 継続雇用 

       奨励金  ：第１期  ９万円 【１万円× ９ヶ月 （平成２９年４月～１２月）】 

           第２期 １２万円  【１万円×１２ヶ月（平成３０年１月～１２月）】 
 

   合 計  ２１万円 
 

② 元古賀市民（３０歳未満：Ｕターン者）を平成２８年９月１０日に新規に正規雇用し、 

   その被雇用者が同年１２月に古賀市に転入し、平成３０年１２月３１日に退職した場合。 
 

    月 額  ：１万円（Ｕターン者）  雇用期間：平成２８年１０月～平成２９年１２月 

        奨励金  ：第１期 １２万円 【１万円×１４ヶ月（平成２８年１０月～平成２９年１２月）】 

               ※平成２９年１月１日時点では、６ヶ月以上雇用していないため 

                  平成３０年１月１日が基準日となる。 

                ※計算すると１４万円となるが、上限額が１２万円ため１２万円となる。           

           第２期   ０円 【１万円×１１ヶ月（平成３０年１月～１１月）】 

                ※基準日（平成３１年１月１日）に雇用されてないため、０円となる。 
 

    合 計 １２万円 
 

③ 古賀市外の方（３０歳未満：ⅠＪターン者）を平成２９年５月２日に新規に正規雇用し、 

   その被雇用者が同年９月に古賀市に転入したが、平成３０年１２月３１日に市外に転出した場合。 
 

    月 額  ：５千円（ＩＪターン者）  雇用期間：平成２９年６月～ 継続雇用 

          奨励金  ：第１期 ３．５万円  【５千円×７ヶ月（平成２９年６月～１２月）】 

             第２期     ０円 【５千円×１２ヶ月（平成３０年１月～１２月）】 

               ※基準日（平成３１年１月１日）に古賀市に住民票がないため、０円となる。 
 

    合 計  ３．５万円 
 

④ 古賀市民を平成２７年月７月１日に新規に正規雇用し、継続雇用しているが 

    第１期に申請をしていなかった場合。 
 

    月 額  ：１万円（古賀市民）  雇用期間：平成２７年７月～ 継続雇用 

             奨励金  ：第１期     ０円  【１万円×１８ヶ月（平成２７年７月～平成２８年１２月）】 

                                           ※申請期間（平成２９年１月１日～３１日）に申請をしていなかったため、０円となる。 

             第２期   １２万円 【１万円×１２ヶ月（平成２９年１月～１２月）】 
 

ふるさと就労促進奨励金交付スケジュール 
（第１期の基準日が平成３０年１月１日の場合） 

こんな場合の奨励金の金額はどうなるの？ 

この時点で 

継続雇用されている 

古賀市民が対象 

１／４～１／３１ 

申請期間 

1/1 1/1 

※第２期の基準日が平成３０年１月１日の場合は、平成２７年７月１日以降の雇用が対象となります。 



チェック欄

1 . 古賀市ふるさと就労促進奨励金交付申請書兼実績報告書（様式第1号）

2 . 交付対象者を雇用したことを証明する書類

　・　雇用契約書の写し

　・　採用辞令の写し　　　　　等

3 . 交付対象者の勤務状況を確認できる書類

　・　出勤簿の写し（交付対象期間分）　　　　　等

4 . 交付対象者の賃金支払状況を確認できる書類

　・　給与明細書の写し（交付対象期間分）

　・　賃金台帳の写し（交付対象期間分）　　　　　等

5 . 交付対象者の健康保険被保険者証または市立学校教職員共済加入者証の写し

6 . 交付対象者の雇用保険被保険者資格取得確認通知書（事業主通知用）の写し

7 . 労働者災害補償保険の適用を受けていることを証明する書類

　・　労働保険概算保険料申告書の写し　　　　　等

8 . 事業者が市税の滞納のないことを証明する納税証明書の写し

　・　滞納がない証明（市収納管理課で取得）

提　出　書　類

古賀市ふるさと就労促進奨励金　提出書類一覧



様式第１号（第７条関係） 

 

 

古賀市ふるさと就労促進奨励金交付申請書兼実績報告書 

 

年   月   日 

 

 

宛先  古賀市長 

 

 

申請者    所 在 地 

 

事 業 者 名 

 

代表者氏名              印 

 

 

古賀市ふるさと就労促進奨励金の交付を受けたいので古賀市ふるさと就労促進事業実施要綱第

７条の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり申請及び実績報告を行います。 

 

 

記 

 

 

１ 奨励金申請額                          円 

 

 

２ 交付対象者数    市 民                人 

 

            Ｕターン者                人 

 

            ＩＪターン者                人 

 

            合 計                人 

 

 

 



３ 交付対象者の状況 

番

号 

（フリガナ） 

氏 名 

生 

年 

月 

日 

住  所 交付対象者の区分 
奨励金

の区分 

雇用契約日 

（６月以内

の正規雇用

の有無）※ 

奨励金交付 

申請額 

１ 

 

・ 

 

・ 

古賀市 
市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(        )               

第 

 

期 

. . 

 

（有・無） 

円 

２ 

 
 

・ 

 

・ 

 

古賀市 
市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(        ) 

第 

 

期 

. . 

 

（有・無） 

円 

３ 

 
 

・ 

 

・ 

 

古賀市 
市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(        ) 

第 

 

期 

. . 

 

（有・無） 

円 

４ 

 
 

・ 

 

・ 

 

古賀市 
市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(        ) 

第 

 

期 

. . 

 

（有・無） 

円 

５ 

 
 

・ 

 

・ 

 

古賀市 
市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(        ) 

第 

 

期 

. . 

 

（有・無） 

円 

※雇用契約日から遡って６月以内に同一事業者において正規雇用されたことのある者は交付対象外 

 

４ 担当者 

  部署              氏名              

 

   電話         FAX         e-mail                 

 

添付資料 

⑴ 交付対象者を雇用したことを証明する書類 

⑵ 交付対象者の勤務状況及び賃金支払い状況を確認できる書類（出勤簿及び賃金台帳の写し等）        

⑶ 交付対象者の健康保険被保険者証又は私立学校教職員共済加入者証の写し 

⑷ 交付対象者の雇用保険被保険者資格取得確認通知書（事業主通知用）の写し 

⑸ 労働者災害補償保険の適用を受けていることを証明する書類   

⑹ 申請者の市税の滞納がないことを証明する納税証明書の写し 

⑺ その他市長が必要と認める書類 



様式第１号（第７条関係） 

 

 

古賀市ふるさと就労促進奨励金交付申請書兼実績報告書 

 

平成３０年１月○○日 

 

 

宛先  古賀市長 

 

 

申請者    所 在 地  〒○○○－○○○○ 

             古賀市○○○ ○-○-○ 

                事業者 名  ○○会社 ○○○○ 

 

代表者氏名  代表取締役  

○○ ○○    印 

 

 

古賀市ふるさと就労促進奨励金の交付を受けたいので古賀市ふるさと就労促進事業実施要綱第

７条の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり申請及び実績報告を行います。 

 

 

記 

 

 

１ 奨励金申請額           ３６５，０００    円  

 

 

２ 交付対象者数    市    民       ２    人 

 

            Ｕターン者       １    人 

 

            ＩＪターン者       １    人 

 

            合    計       ４    人 

 

 

【 記入例 】 



３ 交付対象者の状況 

番

号 

（フリガナ） 

氏 名 

生 

年 

月 

日 

住  所 交付対象者の区分 
奨励金

の区分 

雇用契約日 

（６月以内

の正規雇用

の有無）※ 

奨励金交付 

申請額 

１ 

 

古賀
コ ガ

 太郎
タロウ

 

S41 

・ 

7 

・ 

9 

古賀市 

 

駅東１－１－１ 

市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(        )               

第 

１ 

期 

H29.4.1 

 

（有・○無） 

90,000 円 

２ 

 

古賀
コ ガ

 花子
ハナコ

 

H4 

・ 

11 

・ 

9 

古賀市 

 

駅東１－１－１ 

市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(天神１－１－１) 

第 

１ 

期 

H28.9.10 

 

（有・○無） 

120,000 円 

３ 

 

古賀
コ ガ

 次郎
ジロウ

 

H6 

・ 

3 

・ 

3 

古賀市 

 

駅東１－１－１ 

市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(        ) 

第 

１ 

期 

H29.5.2 

 

（有・○無） 

35,000 円 

４ 

 

古賀
コ ガ

 三郎
サブロウ

 

H9 

・ 

5 

・ 

18 

古賀市 

 

駅東１－１－１ 

市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(        )               

第 

２ 

期 

H27.7.1 

 

（有・○無） 

120,000 円 

５ 

 
 

・ 

 

・ 

 

古賀市 
市 民・Ｕﾀｰﾝ者 

ＩＪﾀｰﾝ者 

前住所：古賀市 

(        ) 

第 

 

期 

. . 

 

（有・無） 

円 

※雇用契約日から遡って６月以内に同一事業者において正規雇用されたことのある者は交付対象外 

 

４ 担当者 

  部署  ○○○      氏名  ○○ ○○    

 

   電話  ○○○―○○○○ FAX  ○○○―○○○○ e-mail ○○＠○○○○○               

 

添付資料 

⑴ 交付対象者を雇用したことを証明する書類 

⑵ 交付対象者の勤務状況及び賃金支払い状況を確認できる書類（出勤簿及び賃金台帳の写し等）        

⑶ 交付対象者の健康保険被保険者証又は私立学校教職員共済加入者証の写し 

⑷ 交付対象者の雇用保険被保険者資格取得確認通知書（事業主通知用）の写し 

⑸ 労働者災害補償保険の適用を受けていることを証明する書類 

⑹ 申請者の市税の滞納がないことを証明する納税証明書の写し 

⑺ その他市長が必要と認める書類 



平成

年 月 日

□ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ ※ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ ※ （児童手当等用） 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ ※ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ その他（　　　　　　　　　　　） 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ 事業年度　　・　　・　　～　　・　　・ （　　　　　）通

□ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ ※ ・車検（継続検査）用 （車両番号　福岡　　　　　　　　　　　）

□ ※ （　　　　　）通

□ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ 平成（　　　　　　）年度　（　　　　　）通

□ ※ （　字図　・　台帳　）

□ ※ （　　　　　）通

共通 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

税 務 証 明 等 交 付 申 請 書
あて先　古賀市長 年　　　　　月　　　　　日

窓 口 に こ ら れ た 方

住　　所

（所在地）

氏　　名

生　年　月　日

（名　称） （電話　　　　　　－　　　　　－　　　　　）

証明が必要な方との関係 本人　・　配偶者　・　同居親族　　・　その他（　　　　   　　　　　　　　）

ど な た の 証 明 が 必 要 で す か

本人確認 免許証　・　住基ｶｰﾄﾞ　・　保険証　・　その他（　　　　　　　　　　　） 番　号

氏　　名 明　・　大　・　昭　・　平

（名　称）

法人の場合代表者印

住　　所
(上記と同じ場合、住所・氏名については、同上と記載されても結構です。）

（所在地）

ふりがな

申請
窓口

どの証明が必要ですか（□欄に☑をし、必要な年度と通数を記入してください）

市
県
民
税
に
関
す
る
も
の

　市県民税は前年の所得をもとに計算します。
「必要な年度」欄への記載は右の表を参考に
してください。

(例） 年度 証明の内容

4-2
市
税
課
市
民
税
係

26年度 25年 1月～12月中の所得
25年度 24年 1月～12月中の所得

所 得 課 税 証 明

非 課 税 証 明

所 得 証 明

所 得 課 税 証 明  (高校就学支援金用)

申 告 書 閲 覧

5
収
納
管
理
課

納
税
証
明

個 人 市 県 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

滞納がない証明

4-1
市
税
課
固
定
資
産
税
係

固
定
資
産
に
関
す
る
も
の

評 価 証 明

公 課 証 明

名 寄 帳

無 資 産 証 明

閲 覧

字 図

その他の証明 （　　　　　）通

物
件
の
所
在

種　　類 所在地（登記簿上の所在地） 地番又は家屋番号

土地・家屋

土地・家屋

土地・家屋

 窓口にこられる方が
ご本人以外でご家族や
代理人の場合委任状
が必要です。 

 ただし※印のついた証明
を請求される場合、委任状は

省略することができます。 


